
令和８年下呂市告示第 192 号 

 

   下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、下呂市中小企業・小規模企業振興基本条例（令和６年下呂市条例第 43号）及び下

呂市中小企業・小規模企業振興基本計画に基づき、本市の人口減少を抑制し、地域経済の持続的な発展

及び市民生活の利便性向上に大きく寄与する戦略的商業誘致施設を呼び込むため、予算の範囲内にお

いて下呂市戦略的商業誘致補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、下呂市補助金

等交付規則（平成 16年下呂市規則第 45号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 戦略的商業誘致施設 市外への購買力流出の抑制、若年層等の定住促進及び市民の日常生活に

おける利便性の向上を図るために誘致する施設であって、高い集客力を有し、全国的に事業を展開

する事業者が経営する大規模な施設又は店舗をいう。 

(２) 戦略的誘致エリア 国道 41 号沿道の未利用地又は駅周辺の市内で活性化が必要なエリアとし

て市長が指定する区域をいう。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第１条に規定する目的を

達成するために誘致する戦略的商業誘致施設の建設等整備に係る事業とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助対象事業としない。 

(１) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122 号）第２条に規定す

る風俗営業その他の公的な資金の使途として社会通念上不適切であると市長が認める事業 

(２) 宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める事業 

 （補助対象経費及び補助額） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下第２項及び第３項において「補助対象経費」という。）は、店舗

の建設費、外構工事費、厨房機器等の設備導入費、上下水道引込等とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、物価高騰や深刻な人手不足等の社会情勢の変化に鑑み、初期の円滑な営

業又は運営体制の確立に必要であると市長が特に必要と認める経費については、補助対象経費に含め

ることができる。 

３ 補助金の額は、補助対象経費の合計額の２分の１以内とし、１億 5,000 万円を限度とする。ただし、

算出した補助金額に 1,000 円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てるものとし、消費税及び



地方消費税額は補助対象外とする。 

 （補助対象者の要件） 

第５条 補助金の対象となる事業者（以下「補助対象者」という。）は、戦略的誘致エリア内に出店する

事業者であって、次の各号に掲げる要件をいずれも満たすものとする。 

(１) 土地取得費を除く初期投資総額（店舗の建設費及び設備費等の総額）が２億円以上であること。 

(２) 次条に規定する公募型プロポーザル方式において選定され、市と事業化に関する協定等を締結

した者（以下「優先交渉権者」という。）であること。 

(３) 営業開始から 10年以上の事業を継続することが確実であり、このことについて誓約しているこ

と。 

(４) 店舗の建設・施工時における市内企業の積極的な活用に努めるとともに、営業開始後における

店舗の清掃、警備、設備保守、事務消耗品等の調達について、市内事業者へ優先的に発注し、地域内

経済循環に努めること。 

(５) 災害時における食料等物資の供給及び一時避難場所（駐車場等）の提供に関する協定を市と締

結すること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。）等の反社会的勢

力若しくは反社会的勢力と関係を有する者又は反社会的勢力から出資等資金提供を受けている者

（法人の場合はその役員を含む。） 

(２) その他市長が適当でないと認める者 

 （優先交渉権者の選定等） 

第６条 優先交渉権者の選定は、公平性及び透明性を確保するため、公募型プロポーザル方式により行

うものとし、その選定に必要な事項は、市長が別に定める。 

 （補助金の交付申請及び交付決定） 

第７条 前条の規定により選定された優先交渉権者が補助金の交付を受けようとするときは、事業に着

手する前に、下呂市戦略的商業誘致補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に

必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、下呂市戦略的商業

誘致補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助対象者に通知するものとする。この場合におい

て、補助対象者が営業を開始した日から 10年を経過する前に事業施設の廃止、休止又は市外への移転

があったときは、営業した期間に応じた割合の補助金を返還しなければならないこと、又は補助金交

付の目的を達成するため必要があると認めるときは、それに係る必要な条件を付すことができる。  

 （変更交付申請及び変更交付決定通知） 



第８条 補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付申請書及びその添

付書類の内容に著しく変更が生じたとき、又は交付決定を受けた補助対象事業を中止しようとすると

きは、速やかに下呂市戦略的商業誘致補助金交付変更 ・中止承認申請書 （様式第３号）を市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めるときは、下

呂市戦略的商業誘致補助金交付変更・中止承認通知書 （様式第４号）により、補助事業者に通知するも

のとする。 

 （補助金実績報告等） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、その日から 30日以内又は当該年度の３月末日

のいずれか早い日までに、下呂市戦略的商業誘致補助金実績報告書 （様式第５号）に、市長が別に定め

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する報告を受けた場合において、書類の審査及び現地調査等を行い、補助金の交

付目的に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、下呂市戦略的商業誘致補助金額

確定通知書（様式第６号）により補助事業者に対し通知するものとする。 

 （補助金の請求及び交付） 

第10条 前条第２項の規定による補助金の額の確定通知を受けた補助事業者が補助金の交付を受けよう

とするときは、下呂市戦略的商業誘致補助金交付請求書 （様式第７号）を市長に提出しなければならな

い。 

２ 市長は、前項の規定による請求書を受理したときは、速やかに補助金を交付するものとする。  

 （補助金の交付決定の取消し及び返還） 

第 11条 市長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたと認められると

きは、その交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全部の返還を求めることができる。 

２ 前項の規定のほか、営業開始日の翌日から起算して 10年を経過する日までに、事業施設の廃止、休

止又は市外への移転があったときは、次の各号に掲げる区分に応じ、その交付決定を取り消し、既に交

付した補助金の全部又は一部の返還を求めるものとする。 

(１) 営業開始日の翌日から３年未満：交付額の全額 

(２) ３年以上５年未満：交付額の 70パーセント 

(３) ５年以上７年未満：交付額の 50パーセント 

(４) ７年以上 10年未満：交付額の 20パーセント 

３ 市長は、前２項の規定により交付決定を取り消したときは、下呂市戦略的商業誘致補助金交付決定

取消通知書（様式第８号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助対象事業の承継） 

第12条 合併、営業譲渡その他の事由により補助対象事業の承継をする場合は、被承継者及び承継者は、



あらかじめ下呂市戦略的商業誘致補助金補助対象事業承継承認申請書（被承継者用）（様式第９号）及

び下呂市戦略的商業誘致補助金補助対象事業承継承認申請書（承継者用）（様式第 10 号）により市長

に申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、下呂市戦

略的商業誘致補助金補助対象事業承継承認書（様式第 11号）により通知するものとする。 

 （財産の処分及び管理） 

第 13 条 補助事業者は、事業完了日の属する年度の終了後 10 年を経過する日までに、補助金により取

得し、又は効用の増加した財産を、市長の承認なく交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸し付け、担

保に供し、又は廃棄してはならない。 

２ 市長は、前項の規定による財産の処分の承認をした補助事業者に対し、当該財産を処分したことに

より収入があったときは、交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

３ 補助事業者は、補助金により取得した財産を善良なる管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

 （関係図書の保存） 

第 14条 補助事業者は、補助対象事業の実施に係る関係図書、収支に関する帳簿及び支払に関する証拠

書類について、事業完了年度の終了後から 10年間保管しなければならない。 

 （委任） 

第 15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和８年６月 30日から施行する。 

 

 



様式第１号（第７条関係） 

 

 年  月  日  

  

下呂市長 様 

 

                        申請者 住所 

                            名称及び 

                            代表者名            印 

                            （連絡先            ） 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金交付申請書 

 

 次のとおり補助金の交付を受けたいので、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第７条第１項の規定

により、関係書類を添えて申請します。 

 

１ 補助金交付申請額   金              円 

 

２ 法人等の概要 

(１) 本社所在地 

 

(２) 資本金 

 

(３) 従業員数 

 

(４) 業種及び営業内容（具体的に記入してください。） 

 

 

 

 

 

(５) 財務状況（過去３か年）             （単位：千円） 

 年度 
年度 年度 年度 備考 

区分  

売上高     

営業利益     

経常利益     

当期純利益     

 

 



３ 事業計画 

(１) 立地計画 

ア 建設施設の名称 

イ 建設地住所 

  ウ 建設を予定している施設の概要（具体的に記入してください。） 

業種： 

運営事業者： 

施設の内容（付帯設備、その他）： 

 

 

エ 事業用定期借地権設定契約締結予定日     年  月  日 

オ 建設工事着工予定日                年  月  日 

カ 建設工事竣工予定日                年    月  日 

キ 営業開始予定日               年  月  日 

  ク 敷地面積             ㎡ 

  ケ 建築面積             ㎡（  階建て） 

  コ 延床面積             ㎡ 

サ 設備投資額                 円    

（単位：千円） 

区 分 投資額 
 

備 考 
うち補助対象額 

調査設計計画費    

造成費    

建設費    

機械・設備費    

その他の償却資産※    

その他    

計    

※構築物、車両・運搬具、工具・器具・備品  

（注）消費税・地方消費税額を除く。 

 

シ 従業員数（第三者雇用の従業員を含む。）        （単位：人） 

区 分 正規従業員 
 

その他 
 

備 考 
うち市内者※ うち市内者※ 

新規採用      

既採用      

※ 市内者とは、市内に住民票のある者 

 

 



４ 添付書類 

 (１) 法人登記簿謄本又は登記事項証明書の写し（個人にあっては、住民票に記載されている事項を

記載した書類） 

(２) 定款又は規約等の写し 

(３) 事業概要書 

(４) 建設工事計画書 

(５) 事業実施場所を示す位置図、平面図及び付近見取図 

(６) その他市長が必要と認める書類 

 



様式第２号（第７条関係） 

 

  第   号 

年  月  日 

  

            様 

 

下呂市長          印 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった下呂市戦略的商業誘致補助金について、次のとおり交付

することを決定したので、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第７条第２項の規定により通知します。 

 

１ 補助金の交付決定額                    円 

 

２ 交付条件 

(１) この補助金等は、下呂市補助金等交付規則及び下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱に基づく

もので、この目的以外に使用してはなりません。 

(２) 次のアからウまでのいずれかに該当するときは、直ちに市長の承認又は指示を受けなければな

りません。 

 ア 内容を変更するとき（市長が認める軽微な変更の場合を除く。）。 

 イ 中止し、又は廃止するとき。 

 ウ 予定の期限内に完了しないとき、又はその遂行が困難となったとき。 

(３) 補助事業等が完了したときは、所定の期間内に下呂市戦略的商業誘致補助金実績報告書（様式 

第５号）を提出してください。 

(４) 補助事業者は、この補助金等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入

及び支出についての証拠書類を補助事業の完了の年度から起算して 10 年間整備保存しなければな

りません。 

(５) 市長が必要あると認めるときは、当該職員に書類等の検査をさせ、又は補助事業等の執行状況

について実地検査をさせます。 

(６) 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けなければなりません。 

(７) 下呂市補助金等交付規則及び下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱の規定に違反した場合は、

交付の決定を取り消し、補助金等の返還を求めます。 

(８) 補助事業者は、補助金等の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期

日の翌日から納付の日までの日数に応じ、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 （昭和

30 年法律第 179 号）第 19 条の規定に準じて計算した延滞金を市に納付しなければなりません。 

 



様式第３号（第８条関係） 

 

 年  月  日  

  

下呂市長 様 

 

                        申請者 住所 

                            名称及び 

                            代表者名            印 

                            （連絡先            ） 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金交付変更・中止承認申請書 

 

年  月  日付け産振第  号にて交付決定のあった補助対象事業について、下記のとお

り変更・中止したいので、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第８条第１項の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 事業施設の名称 

 

２ 事業施設の建設地 

 

３ 変更・中止の理由 

 

 

 

 

４ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

５ 添付書類 

変更内容の確認又は説明に必要な書類 

 

変更事項 変更前 変更後 

   



様式第４号（第８条関係） 

 

第   号 

年  月  日 

 

            様 

 

下呂市長          印 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金交付変更・中止承認通知書 

 

     年  月  日付けで申請のあった補助対象事業の変更・中止について、次のとおり承認し

たので、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第８条第２項の規定により、通知します。 

 

１ 事業施設の名称 

 

２ 事業施設の建設地   

 

３ 変更の内容 

 

 

 

 

４ 変更・中止の条件 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号（第９条関係） 

 

 年  月  日  

 

下呂市長 様 

 

                        申請者 住所 

                            名称及び 

                            代表者名            印 

                    （連絡先            ） 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金実績報告書 

 

 上記補助金の交付について、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとお

り申請するとともに、実績を報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容       別紙補助事業実施報告書のとおり 

 

２ 交付決定番号      年  月  日  第   号 

３ 補助事業に要する経費                                          円 

４ 補助対象経費          円 

５ 補助金交付申請額          円 

６ 補助事業の開始及び完了期日        年  月  日 から 

年  月  日 まで 

７ 添付書類 

(１) 別紙 補助事業実施報告書 

(２) 支払を証する書面（領収証等の写し） 

(３) 土地及び建物の登記事項証明書、並びに償却資産明細書 

(４) その他市長が必要と認める書類 

 



別紙 

 

補助事業実施報告書 

 

１ 事業施設の名称    

２ 事業施設の所在地   

３ 建設した施設の概要（具体的に記入してください。） 

業種：                        

運営事業者： 

施設の内容（付帯設備、その他）： 

 

４ 建設工事着工日      年  月  日 

５ 建設工事竣工日        年    月  日 

６ 営業開始日        年  月  日 

７ 敷地面積            ㎡ 

８ 建築面積            ㎡（   階建て） 

９ 延床面積            ㎡ 

10 設備投資額                円      （単位：千円） 

 区 分 投資額 
 

備 考 
うち補助対象額 

調査設計計画費    

造成費    

建設費    

機械・設備費    

その他の償却資産※    

その他    

計    

          ※構築物、車両・運搬具、工具・器具・備品  

（注）消費税・地方消費税額を除く。 
 

11 従業員数（第三者雇用の従業員を含む。）         （単位：人） 

区 分 正規従業員 
 

その他 
 

備 考 
うち市内者※ うち市内者※ 

新規採用      

既採用      

※ 市内者とは、市内に住民票のある者 

 

 



様式第６号（第９条関係） 

 

  第   号 

年  月  日 

  

            様 

 

下呂市長          印 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金額確定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった補助金の交付額については、次のとおり確定したので、

下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第９条第２項の規定により通知します。 

 

１ 補助金の交付確定額                    円 

 

２ 交付条件 

(１) この補助金等は、下呂市補助金等交付規則及び下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱に基づく

もので、この目的以外に使用してはなりません。 

(２) 市長が必要あると認めるときは、当該職員に書類等の検査をさせ、又は補助事業等の執行状況

について実地検査をさせます。 

(３) 補助事業実績報告書にて報告をした営業開始日に変更があった場合は、速やかに市長に報告し

なければなりません。 

(４) 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けなければなりません。 

(５) 下呂市補助金等交付規則及び下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱の規定に違反した場合は、

交付の決定を取り消し、補助金等の返還を求めます。 

(６) 補助事業者は、この補助金等に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入

及び支出についての証拠書類を補助事業の完了の年度から起算して 10 年間整備保存しなければな

らない。 

 

 



様式第７号（第 10条関係） 

    年  月  日  

 

 下呂市長 様 

 

                        申請者 住所 

                            名称及び 

                            代表者名            印 

                    （連絡先            ） 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金交付請求書 

 

年  月  日付け  第  号で通知のあった下呂市戦略的商業誘致補助金を、下記のと

おり交付されるよう、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第 10条第１項の規定により請求します。 

 

記 

 

１ 請求額                    円 

  

２ 振込先 

口座名義人 

フリガナ  

氏  名  

金融機関名 

（ゆうちょ銀行以外） 
店名 種別 口 座 番 号 

 

銀  行 

金  庫 
農業協同組合 
信用組合 

本 店 

支 店 
支 所 
出 張 所 

１普通 

２当座 
       

ゆうちょ銀行 
通帳記号 通 帳 番 号 

１    ０         

※番号は右づめで記入してください。 

 



様式第８号（第 11条関係） 

 

第   号 

年  月  日 

 

            様 

 

下呂市長          印 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金交付決定取消通知書 

 

     年  月  日付け  第  号により補助金の交付決定をした下呂市戦略的商業誘致補助

金について、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第 11条第３項の規定により、交付決定を取り消しま

したので通知します｡ 

 また、同条の規定により、下記金額を返還するよう求めます。 

 

記 

 

１ 取消しの理由   

 

２ 補助金返還額             円 

 



様式第９号（第 12条関係） 

 

 年  月  日  

 

下呂市長 様 

 

                        申請者 住所 

                            名称及び 

                            代表者名            印 

                    （連絡先            ） 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金補助対象事業承継承認申請書 

（被承継者用） 

 

みだしについて、弊社の一切の権利義務を下記により 

                 へ承継したいので、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第 12

条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

１ 承継者  住所     

       名称     

       代表者名   

 

２ 交付決定番号      年  月  日    第   号 

  

３ 事業施設の名称 

 

４ 事業施設の所在地 

 

５ 承継を必要とする理由 

 

 

 

６ 承継（予定）年月日        年  月  日 

 

７ 添付書類 

   承継内容の確認又は説明に必要な書類 

 

 



様式第 10号（第 12条関係） 

 

 年  月  日  

 

下呂市長 様 

 

                        申請者 住所 

                            名称及び 

                            代表者名            印 

                    （連絡先            ） 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金補助対象事業承継承認申請書 

（承継者用） 

 

みだしについて、下記のとおり補助事業を承継し、継続して実施したいので、下呂市戦

略的商業誘致補助金交付要綱第 12条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

１ 被承継者  住所     

        名称     

        代表者名   

 

２ 交付決定番号      年  月  日    第   号 

  

３ 事業施設の名称 

 

４ 事業施設の所在地 

 

５ 承継を必要とする理由 

 

 

 

６ 承継（予定）年月日         年  月  日   

 

７ 添付書類 

   承継内容の確認又は説明に必要な書類 

 



様式第 11号（第 12条関係） 

 

第   号 

年  月  日 

 

            様 

 

下呂市長          印 

 

下呂市戦略的商業誘致補助金補助対象事業承継承認書 

 

年  月  日付けで申請のあった下呂市戦略的商業誘致補助対象事業の承継

について、下呂市戦略的商業誘致補助金交付要綱第 12 条第２項の規定により、次のとお

り承認したので通知します｡ 

 

記 

 

１ 承継者  住所     

       名称     

       代表者名   

 

２ 交付決定番号      年  月  日    第   号 

 

 

 


